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AEON Financial Service Co., Ltd.

Ⅰ. イオンフィナンシャルサービスについて
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AEON Financial Service Co., Ltd.

設立 1981年6月20日

代表者 代表取締役社長 藤田 健二

連結営業収益 4,706億円（2021年度）

連結営業利益 588億円 （2021年度）

連結従業員数 16,089人 （2021年度）

時価総額 3,093億円（2022年9月末）

株価 / 単元株式数 1,432円 （2022年9月末）/100 株

PER（予想） / PBR 10.7~11.5倍 / 0.71倍（2022年9月末）

決算期 2月期

会社概要
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■格付情報

格付機関 長期 短期

日本格付研究所（JCR） A（安定的） J-1

格付投資情報センター（R&I） A‐（安定的） A-1



AEON Financial Service Co., Ltd.

金融サービスを通じ、お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業

経営理念

基本方針

お客さま第一
社会の信頼と
期待に応える

4

生活に密着した
金融サービスの提供

活力あふれる
社内風土の確立



AEON Financial Service Co., Ltd. 5

会社概要

当社は、イオングループの総合金融事業を担い、日本を含むアジア11ヵ国･地域で
事業を行う、小売業発の総合金融グループです。
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（銀行持株会社）



AEON Financial Service Co., Ltd.

会社設立（旧：日本クレジットサービス株式会社）１９８１

１９８７ 香港に支店設立、海外展開スタート

１９９６ 東証二部上場 / マレーシアに現地法人設立

東証一部上場１９９８

２００３ 業界初、年会費無料のゴールドカードを発行

２００７

２０１３ イオン銀行と経営統合、銀行持株会社体制へ移行
イオンフィナンシャルサービス株式会社に社名変更

タイに現地法人設立１９９２

１９９４ 株式店頭登録、イオンクレジットサービス株式会社に社名変更

２００９

イオン銀行開業

２０１９ イオンフィナンシャルサービス㈱の銀行持株会社から事業会社への移行

２０１６ イオンカード公式アプリ「イオンウォレット」のサービス開始

キャッシュカード・ＷＡＯＮ一体型
「イオンカードセレクト」を発行

イオン・アリアンツ生命保険株式会社設立２０２０

沿革
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２００１ タイ取引所上場

１９９５ 香港取引所上場

２００７ マレーシア取引所上場

イオンのトータルアプリ「iAEON」に、コード決済サービス「AEON Pay」機能を搭載２０２１



AEON Financial Service Co., Ltd.

184

1,448

1,735 1,811 1,760 1,724 1,692 1,699

2,060

2,861

3,290

3,597
3,752

4,080

4,390
4,573

4,873
4,706

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1994 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

東日本大震災リーマン・ショック

消費税増税

日銀マイナス金利導入

新型コロナウイルス

連結営業収益の推移

（億円）

消費税増税
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……

会計基準変更

2022年度より、収益認識に係る会計基準を適用

➢従来、費用計上されていたポイント費用のうち、

加盟店手数料収益に紐づく部分について、
収益と相殺して計上

（2022年度の業績影響見通し：▲350億円）

4,450

（計画）

貸金業法改正

影響額
350
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貸金業法改正（完全施行は2010年6月）
➢グレーゾーン金利の廃止
（上限金利29.2％→20.0％へ引下げ）
➢貸付額の総量規制
（年収の1/3超の貸付禁止、1社で50万円
または他社合計で100万円超の貸付枠
付与時には所得証明の提出義務化）

新型コロナウイルス

……

経営統合（銀行持株会社化）
➢クレジットカード取扱高の再拡大
（イオン銀行がカード発行会社となり、
銀行法のもとで適切な貸付枠を付与）

➢調達コストの低下
（低利な預金による資金調達が可能）

事業会社化
➢3月期から2月期へ決算期変更に伴い、

11ヵ月（4月～2月）の変則決算

（計画）

550～
600



AEON Financial Service Co., Ltd.

当社の強み /イオングループの活用

イオングループの総合力：約300社 お得なグループ特典
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イオンシネマの映画料金がいつでも
1,000円（税込）
※イオンカード（ミニオンズ）会員特典



AEON Financial Service Co., Ltd.

当社の強み / 豊富なチャネル

イオン店舗
17,322店

（内、国内16,104店）

イオン銀行店舗
（ISB）
143店

イオンのほけん
相談店舗
116店

WEB
74.3%

カード会員獲得

イオングループ
店頭

42.4％

ISBWEB
36.8%

外部
20.8%

住宅ローン事前受付

※各種数値は2022年度上期実績 10



AEON Financial Service Co., Ltd.

当社の強み / 圧倒的な海外展開
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日本含む11ヵ国・地域に事業を展開



AEON Financial Service Co., Ltd.

当社の収益構造と利益構成比

2021年度営業収益：4,706億円
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国際
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110

134

164

221

240
225

283

345

293

194

338

0

100

200

300

400

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

直近10年の国際事業の営業利益の推移

（億円）

13



AEON Financial Service Co., Ltd.

2021年度営業収益：724億円

カード
キャッシング

カード
ショッピング

他

保険代理店

個品割賦
（分割払い）

【展開国】
タイ（現地上場：AEON THANA SINSAP THAILAND PCL.）
ベトナム、カンボジア、ミャンマー、ラオス

国際事業－メコン圏

タイの支店

個人向け
無担保ローン
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AEON Financial Service Co., Ltd.

国際事業－タイでの事業の特徴

・個人ローン事業、クレジットカード事業はいずれもノンバンクでトップ３に入る
・現地大手企業との提携等によるトップラインの拡大に加えて、デジタル化で利便性、生産性を向上

デジタルの取り組み現地企業との協業事例
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・IC乗車券機能付きカード・マイレージ機能付きカード ・買い物割引特典付きカード

・アプリ上で各種サービスの申込みに対応



AEON Financial Service Co., Ltd.

2021年度営業収益：499億円

キャッシング

カード
ショッピング

他保険代理

個品割賦
（分割払い）

【展開国】
マレーシア（現地上場：AEON CREDIT SERVICE (MALAYSIA)）
インドネシア、インド

国際事業－マレー圏

マレーシアの支店

個人向け
無担保ローン
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AEON Financial Service Co., Ltd.

バイク市場の動向

・ノンバンク最大手であり、バイクローンはシェアNo.１（新車登録台数の3割弱）
・イオン小売事業とのアプリ、ポイントの共通化によるグループシナジーを発揮

0

100

200

300

400

500

0

5

10

15

20

25

30

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

バイク市場とACSマレーシア取扱高の推移

バイク登録台数：左軸 バイク個品割賦取扱高：右軸

ロックダウン後
の在庫不足

洪水被害後
の在庫不足

2021 2022

(万台） (百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ）

販促強化

国際事業－マレーシアでの事業の特徴

イオン小売業との共通ポイント
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AEON Financial Service Co., Ltd.

2021年度営業収益：157億円

カード
キャッシング

個人向け
担保ローン

他
保険代理店

国際事業－中華圏

カード
ショッピング

【展開国・地域】
香港（現地上場：AEON CREDIT SERVICE ASIA）
中国深圳

香港の支店
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AEON Financial Service Co., Ltd.

・現地のイオン小売グループと協業に加えて、JALとの提携カードや日本の人気アニメの

券面カード、来日利用特典付きイオンカードの発行など、日系ブランドが強み

国際事業－香港での事業の特徴

イオンストアーズ香港との協業 独自のカードラインナップ

・イオンカードWAKUWAKU

(2022年●月 発行開始)

- ポイントでなくキャッシュ

バックによる還元特典

- 日本での利用で3%

キャッシュバック

19



AEON Financial Service Co., Ltd.

銀行事業（イオン銀行）

「オンライン相談サービス」の機能拡充年中無休の営業店舗

＜主な業容（2022年8月末時点）＞
・銀行預金：806万口座、残高総額 約4兆3,355億円
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・お客さまが操作する画面をスタッフがともに確認する

ことで、わかりやすさを改善

・機能の強化により、投資信託・外貨預金・各種ローンが

申込手続きまで完了することが可能に

お客さま イオン銀行スタッフ

・10月7日（金）に「イオン銀行 イオンモール土岐店

（岐阜県土岐市）」をオープン



AEON Financial Service Co., Ltd.

保険事業

21

；

健康増進型保険の推進

・イオン･アリアンツ生命保険の終身医療保険「元気パスポート」は、イオン銀行や
イオン保険サービスのほか、グループ外の銀行や保険代理店での取り扱いを順次拡大中

健康増進型保険
「元気パスポート」

健康増進活動で
健康支援金をお受取

健康増進アプリ
「ウェルネスパレット」

健康増進活動でイオンで
使えるクーポンと交換
可能なコインを進呈

イオン・アリアンツ生命保険株式会社イオン保険サービス株式会社

・年中無休で営業

・「オンラインほけん相談」にも注力



AEON Financial Service Co., Ltd.

Ⅱ. 経営環境と成長戦略
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AEON Financial Service Co., Ltd.

中期経営計画

① イオン生活圏の構築に向けたインフラ作り

② 地域・お客さまの生活インフラニーズ取込

③ リスク・コストコントロール能力の向上

① デジタル金融包摂の実行

② 事業・提供商品・展開エリア拡大

③ 都市と地方ニーズ/エリア別戦略

国内事業 国際事業

第二の創業：バリューチェーンの革新とネットワークの創造

中期経営計画（2021年度～2025年度）
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AEON Financial Service Co., Ltd.

・4月29日にマレーシアで初となるデジタルバンク
ライセンスを取得

・2023年度中の事業化に向けて準備中

デジタルバンクライセンスの取得（マレーシア）

金融包摂、キャッシュレス社会の実現

マレーシアにおけるイオン生活圏
構築の基盤となる

最新のテクノロジー、AI 解析技術
オンラインサービス開発への挑戦

(将来へのスタディ）

【設立目的】

①

②

③

国際事業 / デジタル金融包摂の実行

24

・マレーシアではデジタルバンクを通じて、お客さまの消費行動にシームレスな金融サービスを提供
・タイでは、データを活用した新たな審査スキームでローンを提供

・現地の配送業者を利用している個人事業主の

売上や購買履歴をAIにより分析

・これまでアプローチできていなかった層へ

ローンを提供

【労働人口3,800万人の月収分布】

52%:8千B以下

11%:8千-1万B以上

37%:1万B以上

既存ターゲット層

デジタル化推進や
新たな審査方法による
ターゲット層拡大

15,000

10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

ナノファイナンスライセンスの取得（タイ）



AEON Financial Service Co., Ltd.

・保険事業の拡充や、ナノファイナンス、BNPLなどの新規サービスの導入により新たな顧客層を開拓

・Big-Cグループの店舗における保険販売によって、店頭受付

チャネルを約30→150ヵ所へ拡大

・加えて、アプリでの保険販売（がん医療、旅行、自動車）を開始

タイ：保険販売の拡大によるクロスセルを実現 マレーシア：保険事業の拡充

・インドネシアQRコード統一規格（QRIS）の

加盟店ネットワークへ接続し、BNPLサービスが

展開出来るよう準備中

・また、大手ECサイトなど、提携先の拡充を図る

25

国際事業 / 事業領域の拡大・新商品の開発

保険事業の拡充

BNPLサービスの拡充

・保険仲立人会社を買収し、同事業へ参入

・保険代理店から仲立人への事業転換により、

取扱保険ラインナップを拡充

・マレーシアのイオングループ顧客に

包括的な金融サービスを提供



AEON Financial Service Co., Ltd.

決済

・リソースの集約と顧客の創造を推進するべく、決済事業を中心に再成長ステージへ移行

IDや加盟店ネットワークの拡大に向け

重点部門に経営資源を投下

＋

決済事業の成長加速に向け

お客さまに最も支持される企業へ進化

グループシナジーの最大化

⇒お客さまの生涯価値最大化

銀行 保険 海外個品割賦 ・・・決済

→マーケティング及びイノベーションの機能はグループ横断で活用

＜事業再編図＞
再編の目的

26

国内事業 / イオン生活圏の構築：事業再編による体制整備

イオンクレジット
サービス

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
本社

イオンフィナンシャル
サービス



AEON Financial Service Co., Ltd.

国内事業 / イオン生活圏の構築：グループ共通のポイント

・決済手段ごとに異なっていたポイント制度を一本化し、利便性が向上

・物価上昇による家計防衛意識の高まりや外出消費の回復など、２極化するお客さまニーズへ対応

27

ポイント制度の変更（2021/9/11～） ポイント販促による新規入会、利用促進

東北電力 POINT還元キャンペーン NEXCO東日本 ETC利用キャンペーン

イオンカード 新規入会キャンペーン



AEON Financial Service Co., Ltd.

・イオングループ内外での連携強化により、グループ共通ID数と加盟店ネットワークを拡大

グループ共通
ID数を拡大

アプリの主な機能

- ご利用明細

- ポイント管理

- クーポン受取 等

コード決済

2025年度目標 400万ヵ所

イオン・
取引先ﾊﾟｰﾄﾅｰ

総合金融事業

衣食住

交通 通信

ＥTＣ

決済 預金

ローン

保険

投資
信託

旅行

アプリ

ポイント

カード
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国内事業 / イオン生活圏の構築：ID数及びネットワーク拡大

イオンウォレットへの「AEON Pay」機能の搭載 AEON Pay 加盟店ネットワークの拡大



AEON Financial Service Co., Ltd.

・住宅ローンご利用特典を拡充、契約時から完済までイオン店舗でいつでも５％割引

住宅ローンの取扱高拡大

イオンカードの利用促進

決済をフックに、銀行や保険等の

商品・サービスのクロスセルを推進 ローン完済まで 割引適用

年間割引上限無制限

銀行保険

決済

29

国内事業 / イオン生活圏の構築：クロスセルの推進

イオンセレクトクラブの特典拡充（’23/3～）
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サステナビリティ / 基本方針の制定・マテリアリティの特定

30

・2021年11月に「サステナビリティ基本方針」を制定
・４つのマテリアリティ（重要課題）を特定



AEON Financial Service Co., Ltd.
31

・社内外に開かれた金融リテラシー教育の実施により、地域社会に貢献

2018年以降、クレジットカードや銀行サービス
について、イオングループ各社に加え、大学、
高校、専門学校で金融リテラシー教育を実施

累計150校以上、延べ7,000名以上に講義

【イオンクレジットサービス】金融リテラシー教育風景

サステナビリティ / 活動事例

電子マネー兼会員証

売上
入金

現金
引き出し

卸値
仕入れ

社会保険料
支払い

補助金
入金

・ACSマレーシアでは、市場や飲食店等を営む個人事業主、約180万名が登録する小規模事
業者協会と提携し、電子マネーを活用した小規模事業者への事業支援を実施

31

小規模事業者支援（マレーシア）金融リテラシー教育の実施（国内）
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・ 独立役員による客観的、中立な経営監視機能が十分に機能する体制を整備
社外取締役の割合は3分の1以上

・親会社との利益相反取引を監視するすることを目的に、社外取締役で構成する
特別委員会（取引等審査委員会）を設置

取締役 監査役

人数 12名 4名

内、社外役員
4名

（内、女性1名）
3名

（内、女性1名）

内、独立役員
4名

（内、女性1名）
2名

（内、女性1名）

コーポレート・ガバナンス強化の取組み

32
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外部評価

【インデックス】 【外部評価】

33

・GPIFが採用するESG指数の1つである
「FTSE Blossom Japan Sector

Relative Index」構成銘柄に選定

■イオンフィナンシャルサービス

■イオンクレジットサービス（マレーシア）

・FTSE社によるESG格付では最高ランクの4つ星評価
・さらに、同格付で高評価の200社で構成される
「FTSE4Good Bursa Malaysia Index」に、
2015年以降8年連続で選定

【DX認定】
■イオンクレジットサービス
■エー・シー・エス債権管理回収

■イオンフィナンシャルサービス
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Ⅲ. 業績予想と配当方針

34
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親会社株主に
帰属する
当期純利益

営業収益

営業利益

270～290億円

２０２2年度
（計画）

4,450億円

550～600億円

40％： 60％

２０２５年度
（目標）

7,600億円

1,000億円

営業利益比率
国内：海外

営業収益

営業利益

業績予想/中期計画業績目標

35
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29 33 36 45 56 58 64 68 68 68 34 50 50 

66.0%

79.3%

57.0%

47.3%

40.1%

35.1% 35.0% 38.1% 37.2%
43.0% 41.5%

35.7%

37.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20

40

60

80

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

1株当たり配当金額(※1) 配当性向

配当の基本方針：配当性向1/3程度を維持、2022年度は普通配当4円増配予定

※1 株式増減影響を控除後の数値

配当方針

（計画）

（円）

36

設立40周年
記念配当 4円

37.2～
40.0%
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参考資料）コーポレートサイト

■当社コーポレートサイトに個人投資家の皆さまに向けたコンテンツを掲載

①「株主・投資家情報」

↓
②「個人投資家の皆さまへ」

※本日の説明資料は後日
「個人投資家向け説明会」ページに
掲載いたします

37



AEON Financial Service Co., Ltd.

本資料のうち、当社の将来的な経営戦略や営業方針、業績予測等にかかわるものは、

いずれも現時点において当社が把握している情報に基づいて想定、算出されたもの

であり、経済動向、業界での競争、市場需要、為替レート、税制や諸制度等に関わる

リスクをはじめとする様々な不確実要素を含んでおります。従って、将来、実際に公表

される業績等はこれらの種々の要素によって変動する可能性があります。
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